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新たな大臣間合意について
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新たな大臣間合意のポイント

1

これまでの合意との違い

① 令和４年度予算案における令和３年度繰戻額からの増額

③ 令和５年度以降の繰戻し額の目安の提示

「令和４年度予算における繰戻額の水準を踏まえること」 を初めて明記

④ 令和５年度以降における繰戻しの継続

「一般会計からの繰戻しに継続して取り組むこと」を初めて明記

勘定の安定性確保に向けて令和５年度以降の繰戻し額の目安と繰戻し継続を約束する画期的な内容を明記

返済計画の大枠の提示を受け、自動車事故対策事業の安定性確保に向けた賦課金の検討を実施

② 新たな大臣間合意の期限

令和５年度から令和９年度まで 【５年間】

⑤ 安全・安心な自動車社会実現のための賦課金制度の検討

「関係者の理解を得つつ、賦課金制度の検討を行い、早期に結論を得ること」を記載

財務省と国土交通省は、「被害者やそのご家族が安心して生活できる社会の実現」に取り組む

７億円増 【４７億円（令和３年度） → ５４億円（令和４年度）】



新たな大臣間合意の本文とポイント

１．平成６年度及び平成７年度における自動車損害賠償責任再保険特別会計（現、

自動車安全特別会計。）から一般会計に対する繰入金については、令和４年度

において、５，４００，０００千円を自動車安全特別会計自動車事故対策勘定に繰

り戻すこととする。

２．繰入金の残存額については、従来の大蔵省と運輸省の間の合意事項を維持す

ることとするが、自動車事故対策勘定における積立金の水準と変動状況等に鑑

み、平成６年２月１０日付けの大蔵大臣及び運輸大臣間覚書（蔵計第２３８号、

自保第３８号）記２の「平成３１年度から平成３４年度」を「令和５年度から令和９

年度」に改めることとする。

３．毎年度の具体的な繰戻額については、令和４年度予算における繰戻額の水準

を踏まえ、被害者等のニーズに応じて被害者保護増進事業等が安定的・継続

的に将来にわたって実施されるよう十分に留意しつつ、一般会計の財政事情、

自動車安全特別会計の収支状況等に照らし、財務省及び国土交通省が協議の

上、決定することとする。

ただし、自動車安全特別会計の事業の運営上、予期しない資金手当の必要

が生じると見込まれる場合には、令和９年度以前であっても繰り上げて必要額

を繰り戻すこととする。

４．また、安全・安心な自動車社会の実現を図るため、両省は自動車安全特別会計

自動車事故対策勘定に係る財政運営の安定性確保に向けて、一般会計からの

繰戻しに継続して取り組むこととし、あわせて、平成１３年の自動車損害賠償保

障法及び自動車損害賠償責任再保険特別会計法の一部を改正する法律に係

る衆参両院の附帯決議を踏まえ、関係者の理解を得つつ、賦課金制度につい

て令和５年度以降の可能な限り速やかな導入に向けた検討を行い、早期に

結論を得ることとする。

繰戻額の増額
【令和3年度：４７億円 → 令和4年度：５４億円】

新たな大臣間合意の期間は「5年」

令和５年度以降の繰戻額の目安の提示

令和５年度以降における繰戻しの継続

賦課金制度の検討
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これまでの大臣間合意における繰戻し期限

４年間
（H9～H12）

４年間
（R1～R4）

平成６年２月１０日 合意

藤井裕久 大蔵大臣
伊藤 茂 運輸大臣

平成１１年１２月１７日 合意

宮沢喜一 大蔵大臣
二階俊博 運輸大臣

平成１５年１２月１７日 合意

谷垣禎一 財務大臣

石原伸晃 国土交通大臣

平成２９年１２月１８日 合意

麻生太郎 財務大臣
石井啓一 国土交通大臣

平成２２年１２月２２日 合意

野田佳彦 財務大臣
馬淵澄夫 国土交通大臣

４年間
（H13～H16）

７年間
（H17～H23）

７年間
（H24～H30）

一般会計からの繰戻しに係る大臣間合意とこれまでの経緯

3

１．一般会計への繰入れは、平成６年度限りの臨時異例の措置として行うものとする。

２． 自賠特会から一般会計への繰入金相当額は、原則として平成９年度から平成１２年度（※）までの間において分割して、一般会計か
ら自賠特会に繰り戻すこととする。

（※）平成２９年の財務大臣・国交大臣合意等により、下線部は、「平成３１年度から平成３４年度」と改められた。

大蔵大臣・運輸大臣間合意 （平成６年２月１０日）

１．平成６年度及び平成７年度における自動車損害賠償責任再保険特別会計（現、自動車安全特別会計。）から一般会計に対する繰入金
については、平成３０年度において、２，３２０，３０７千円を自動車安全特別会計自動車事故対策勘定に繰り戻すこととする。

２．繰入金の残存額については、従来の大蔵省と運輸省の間の合意事項を維持することとするが、自動車事故対策勘定における積立金の
水準と変動状況等に鑑み、平成６年２月１０日付けの大蔵大臣及び運輸大臣間覚書（蔵計第２３８号、自保第３８号）記２の「平成２
４年度から平成３０年度」を「平成３１年度から平成３４年度」に改めることとする。

３．毎年度の具体的な繰戻額については、被害者等のニーズに応じて被害者保護増進事業等が安定的、継続的に将来にわたって実施され
るよう十分に留意しつつ、一般会計の財政事情、自動車安全特別会計の収支状況等に照らし、財務省及び国土交通省が協議の上、決定
することとする。ただし、自動車安全特別会計の事業の運営上、予期しない資金手当の必要が生じると見込まれる場合には、平成３４
年度以前であっても繰り上げて必要額を繰り戻すこととする。

財務大臣・国土交通大臣間合意 （平成29年12月18日）
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積立金取崩し その他 繰戻金

1２７億円 137億円 143.1億円 143.5億円（億円）

９１億円 8２億円 79億円 78億円

23億円 37億円 40億円

３６億円

3２億円
27億円 26億円

7７億円

4７億円

2０億円

144.2億円

自動車安全特別会計における歳入の推移

147.1億円
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7６億円

17億円

54億円



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

これまでの議論について

令和３年１２月２７日

第５回今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会
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これまでの「今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会」の議論

1

ポイント

① 平成１３年自動車損害賠償保障法改正時に定めたスキームの破綻

平成13年制度改正時 積立金運用益収入により事故対勘定の歳出相当分の歳入を確保

③ 施策の充実を図りつつ、自動車ユーザーの負担感を軽減するための措置の検討

「今後の自動車事故被害者救済対策のあり方に関する検討会報告書」等を踏まえ、施策の拡充が必要
積立金の残余がある現時点から少しずつ負担をいただくなど、将来世代を含めた自動車ユーザーの負担
軽減も踏まえた施策拡充のための安定的財源の確保策が必要

② 一般会計の厳しい財政事情を踏まえつつ、繰戻しも含めた今後の財源のあり方の検討

一般会計からの繰戻しが引き続き行われるべきは当然であるが、一般会計からの新型コロナウイルス
感染症対策に伴い現在の財政事情は過去に例がなく厳しい状況

現 在 金利水準の著しい低下により積立金運用益収入で事故対勘定の歳出相当分
の歳入を確保できず積立金の取り崩しにより、財源がいずれ枯渇する状況

④ 具体的な賦課金額、自動車事故対策事業として取組む施策の精査には十分な時間が必要

賦課金導入の必要性については一般会計からの繰戻しの継続を前提として、共通理解を得られてるものの、
詳細な賦課金額の水準、自動車事故対策事業の歳出のあり方については十分な議論の時間が必要



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

論点整理③

令和３年12月27日
自動車局

第5回今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会
資料3



今後の自動車事故対策事業の歳出規模の試算

1

被害者等支援
（R3予算分）

充実

事故防止
（R3予算分）

充実

歳出歳入

事故防止

被害者等支援

賦課金

積立金の
取崩し

約100億円

約46億円

約25.4億円

約30億円

約30億円

約104億円

事 業 項 目

自動車安全性能の見える化

先進的な安全技術の普及促進

運行管理の高度化

飲酒・健康起因事故対策

事故原因分析の強化

過労運転防止対策の強化

その他事故防止に資する事業

事 業 項 目

療護施設の充実
（老朽化対策・リハビリ強化）

介護者なき後対策の強化

短期入院・入所協力事業の充実

脊髄損傷者の中長期入院

高次脳機能障害者の社会復帰支援

事故被害者・遺族等に対する情報提供
の充実

その他被害者等の救済に資する事業

事故防止及び被害者支援として今後必要な施策を行う場合には、
それぞれ約30億円の追加予算が必要（歳出全体200億円規模）

共通経費約15.2億円

一般会計から
の繰戻し

※概算であり、必ずしも合計額は一致しない。

パターン① パターン②

約73億円

約73億円

約200億円

54億円
＋α

54億円
＋α



現 状 見直し案

これまでの議論を踏まえた論点整理

2

財源確保に関する議論

① 自動車事故対策事業の安定的な財源を確保するため、賦課金の額の充実と使途拡大を図ってはどうか。

② 保障勘定と自動車事故対策勘定を１つの勘定に統合し、業務の合理化を図ってはどうか。

自動車事故対策事業

保
険
契
約
者

（自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
）

事故
被害者

国土交通省
（自動車安全特別会計）保

険
契
約
者

（自
動
車
ユ
ー
ザ
ー
）

賦 課 金

国土交通省
（自動車安全特別会計）

保障事業

保障勘定

繰
戻
し

一
般
会
計

自動車事故
対策勘定

繰
戻
し

一
般
会
計

事故
被害者

16円（※）

保
険
会
社

（※） 自家用普通乗用車(１年分に換算)

② 統合勘定

① 賦 課 金

を 拡 充

保
険
会
社

被害者支援 事故防止

保 険 料

保 険 料

（安定的な財源で施策を充実）

自動車事故対策事業(仮称）

●保障事業
●被害者支援
●事故防止

（ひき逃げ被害者等を救済）

10,005円（※）



【参考】 自動車事故対策勘定における積立金の水準について

3

項目 建設+土地取得費
（R2年度水準）

高額医療機器
導入経費ほか

千葉療護センター（増床含） 約37億円 約61億円

東北療護センター（増床含） 約38億円 約32億円

岡山療護センター 約42億円 約50億円

中部療護センター 約36億円 約50億円

合計 約150億円 約200億円

【療護センターの被災時の対応等】

感染症対策や
緊急の交通安全対策等への備え ５００億円規模

合計

現行の積立金の位置づけ

賦課金導入後一定期間における積立金の位置づけ

経常的な歳出の一部に充てる財源に充てるもの。
※経常的な歳出の財源：積立金の取崩しと一般会計からの繰戻し、これらの財源で賄いきれない
部分を賦課金で穴埋め

（運用益を）自動車事故対策計画に基づく交付等の経常的な歳出の財源に充てるもの。

被害者等支援： 療護施設の設置・運営、介護料の支給、訪問支援等
事故防止 ： 先進安全自動車（ASV）の普及、自動車アセスメント等

積立金の将来的な位置づけ

自然災害や感染症対策などの非常時への備え等の臨時的な歳出の財源に充てるもの。
（現行の積立金で賄っている毎年度の経常的な歳出は一般会計からの繰戻しとこれでは賄いきれない
部分を賦課金で穴埋めすることにより賄う。）



4

令和３年１２月２７日 第５回 今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会

令和４年 １月メド 第６回 今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会 中間取りまとめ

令和４年 ３月以降 第○回 今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会

詳細な賦課金額の水準、自動車事故対策事業の歳出のあり方を検討
（１～２ヶ月に１回程度の頻度で実施）

令和４年 秋頃 第○回 今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会 最終とりまとめ

今後の進め方
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１

２

３

４

安定的な財源の必要性

安定的な財源確保のあり方

安定的な財源の使途

実施時期及び継続検討事項

中間とりまとめの構成案



第５回今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会 

資料４ 

 

R3.12.27 

 

第５回自動車事故対策の勘定のあり方に関する検討会 メモ 

 

桜美林大学 戸崎 

 

 検討会当日はどうしても都合がつかず欠席させて頂きますが、今後に向けて、以下

の通り、私の意見を提出させていただきます。宜しくお願いします。 

 

 

○安定的な財源確保について 

・ 繰戻しの大幅な増額は見込めず、現行のスキームでは事業を継続できないこと

の共通認識は得られているものと認識。現実を踏まえ、財源確保について方向

性を示すことが必要。 

・ 現在の財源スキームは行き詰まっており、一般会計の繰戻しに関しても、現在

の国の財政状況を踏まえると簡単に戻ってこないことは明白。 

・ クルマ社会の共助の観点、受益と負担の関係性を明確にする観点を踏まえると、

世の中一般に負担を求める税方式による財源確保が困難。 

・ 一般会計からの繰戻しはしっかりと継続した上で、賦課金によって積立金が 

枯渇するという危機を乗り越え、被害者・ご遺族への支援を継続するため、  

安定的な財源確保を進めるべき。その際にはできる限り安定的な財源構成が望

ましく、積立金が早期に取り崩されてしまわないように検討すべき。 

 

○事故対勘定の使途について 

・ 厳しい財政状況を踏まえると、現在実施している事業の妥当性に関する検討を

行い、十分な効果の見込まれる事業を重点的に実施していくこと。 

・ 費用対効果等の事前及び事後の検証を第三者による客観的な視点で行うこと。 



とりまとめ私案（福田メモ） 

１． 安定的な財源の必要性 

 ○ リハビリ機会の充実やより先進的な安全技術の普及など、被害者支援や事故 

防止のさらなる充実が必要不可欠であると思慮される。 

 ○ 一方、運用益で賄う当初の財源スキームが崩れており、また、国の財政が急激

に好転するということはなく、財源はいずれ枯渇のおそれがあり、現実的な考

え方をすることが重要であると考える。 

 ○ 被害者やご家族が安心して生活できる社会の実現に向け、繰戻しを前提に安定

的な財源を確保し、持続可能な仕組みへの転換が必要であると考える。 

２． 安定的な財源確保のあり方 

 ○ 一般会計からの繰戻しは、大臣間合意を踏まえ継続して行われることを念頭に

おくことが大前提である。 

 ○ 財源の確保手法については、受益と負担の関係を最も明確に整理できる賦課金

方式が現実的な選択肢ではないかと考えられる。 

 ○ 負担額については、ユーザーの負担を考慮しつつ、財政需要の規模や事故対勘

定の積立金として確保すべき水準を勘案して検討することが重要である。 

 ○ 保障勘定と事故対勘定を統合するとともに、保障勘定の剰余金をひき逃げ等の



被害者の損害の塡補に支障のない範囲で活用すること等によって、自動車ユー

ザーの賦課金の負担軽減を図ることが必要である。 

３． 安定的な財源の使途 

○ 受益と負担の関係から、負担者の納得感が得られるようにすべきであることは

論を待たない。 

○ 費用対効果を意識することが重要である。 

○ 法律その他の措置により使途を明確化することが必要である。 

○ 施策の「見える化」を行い、その効果検証を定期的に行うことが必須である。 

４． 実施時期及び継続検討事項 

○ 被害者・遺族の先行き不安をできる限り早く払拭できるよう、可能な限り早期

に安定的な財源を確保することが必要であり、現状ではあまり時間的な余裕は

無いように思われる。 

○ 詳細な賦課金額の水準、自動車事故対策事業のあり方については継続して  

検討を行うことが必要である。 

 


